
島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

島根県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則 （総 務 課） �

職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則 （人 事 課） �

島根県年金恩給支給規則の一部を改正する規則 （ 〃 ） �

特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則 （環境生活総務課） �

島根県ひとにやさしいまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則 （障害者福祉課） 	

ふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一部を改正する規則 （都 市 計 画 課） 	

島根県会計規則の一部を改正する規則 （会 計 課） 	

島根県収入証紙条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則 （審 査 課） ��

� �

農業近代化資金の利子補給率の一部改正 （農 業 経 営 課） ��

土地改良区の清算人の退任の届出 （農 村 整 備 課） ��

土地改良区の合併の認可 （ 〃 ） ��

� �

都市計画の案の縦覧 （都 市 計 画 課） ��

����

不在者投票を行うことができる施設の指定の取消 ��

� 	

島根県警察建設工事入札結果等閲覧規程の一部改正 （警 察 本 部） �



 �

平成��年�月��日付け島根県報第�����号中 （経 営 支 援 課） �
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平成��年�月��日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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◇������������ !"#��$%���&'()
"#��（規則第��号）

� 規則の概要

� 証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整理

� 日本郵政公社の解散に伴う規定の整理

� 施行期日

平成��年�月�
日から施行することとした。ただし、�の�については、平成��年�
月�日から施行する

こととした。

◇*+�,- !"#��$%���&'()
"#��（規則第��号）

� 規則の概要

� 旅行命令簿の様式に日当の要否及び航空賃の料金種別の記載欄を設けることとした。（第�号様式関係）

� 日本郵政公社の解散に伴う規定の整理

� 施行期日
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島 根 県 報

� �

島根県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

島根県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則

島根県知事の資産等の公開に関する条例施行規則（平成�年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「第�条第�項第	号」を「第�条第�項第
号」に、「証券取引所」を「金融商品取引所」に、「証

第�����号 平成��年�月��日(�)

平成��年��月�日から施行することとした。ただし、�の�については、平成��年��月�日から施行する

こととした。

◇���
��
�
������������（規則第
�号）

� 規則の概要

日本郵政公社の解散に伴う規定の整理（第�条・様式第�号関係）

� 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。

◇��������� !"#�����������（規則第
�号）

� 規則の概要

知事の権限に属する特定非営利活動促進法に基づく事務の一部の権限移譲を受けた市町村が処理する当該

事務の取扱いについては、当該市町村の長が別に定めるところによることとした。（第��条関係）

� 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。

◇���$%&'()*+,-./01!"������������（規則第

号）

� 規則の概要

日本郵政公社の解散に伴う規定の整理（別表第�関係）

� 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。

◇2�(%���34-./01!"������������（規則第
�号）

� 規則の概要

日本郵政公社の民営化に伴い、公共的団体から日本郵政公社を削除することとした。（第�条関係）

� 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。

◇���56������������（規則第
�号）

� 規則の概要

� 電磁的記録による納付の方法等を定めることとした。（第�条・第�
条・第��条・第��条・第��条・第

���条・第���条・様式第�号その�・様式第��号・様式第��号の�・様式第��号その�関係）

� 郵政民営化法の施行に伴う規定の整理（第��条・第��条・第
�条・第
�条・様式第��号その
関係））

� 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。

◇���789:01��������01�!";<��=���（規則第��号）

島根県収入証紙条例の一部を改正する条例の施行期日は、平成��年��月�日とすることとした。
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島 根 県 報

券業協会」を「認可金融商品取引業協会」に改め、同条第�項中「第�条第�項第�号」を「第�条第�項第�号」に改

め、「株券」の次に「、金銭信託」を加え、同条第�項から第�項までの規定中「第�条第�項第�号」を「第�条第�

項第�号」に改める。

様式第�号�の表中「預金、貯金及び郵便貯金」を「預金及び貯金」に改め、

様式第�号�の表を削り、同様式�の表中「社債券」を「社債券、金銭信託」に、「総額を」を「総額（金銭信託につ

いては、元本の総額）を」に改め、同表を同様式�の表とする。

様式第�号中�の表を�の表とし、�の表から	
の表までを�表ずつ繰り上げる。

様式第�号�の表中「預金、貯金及び郵便貯金」を「預金及び貯金」に改め、

様式第�号�の表を削り、同様式�の表中「社債券」を「社債券、金銭信託」に、「総額を」を「総額（金銭信託につ

いては、元本の総額）を」に改め、同表を同様式�の表とする。

様式第�号中�の表を�の表とし、�の表から	
の表までを�表ずつ繰り上げる。

� �

この規則は、平成	�年�月

日から施行する。ただし、様式第�号�の表及び様式第�号�の表の改正規定は、平成	�

年	
月�日から施行する。

職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成	�年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������	


職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則

職員の旅費に関する条例施行規則（昭和��年島根県規則第�	号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項第�号イ中「日本郵政公社」を「郵政民営化法（平成	�年法律第��号）第	��条第�項の規定により解散

した旧日本郵政公社」に改める。

次のように加える。

� 日当を要する場合は、「調整規定の適用内容及びその他特記事項」欄に使用月日及び用途を具体的に記入するこ

と。

第	��	�号 平成	�年�月��日 (
)

「� 郵便貯金

郵便貯金の総額 円

（注） 通常郵便貯金を除く。 」

を削る。

「� 郵便貯金

郵便貯金の総額 円

（注） 通常郵便貯金を除く。 」

を削る。

第�号様式その�中「・その他」を

「・日当の要否（使用月日及び用途）

／ （要・不要 ）

／ （要・不要 ）

／ （要・不要 ）

・パック旅行（ 泊 食付） 特割 往復割引

・その他 」

に改め、同様式（注）に



島 根 県 報

� 日当を要する場合は、その用途を具体的に備考欄に記入すること。

� �

（施行期日）

� この規則は、平成��年��月�日から施行する。ただし、第�条第�項第�号イの改正規定は、平成��年��月�日から

施行する。

（経過措置）

� この規則（第�条第�項第�号イの改正規定を除く。以下同じ。）による改正後の職員の旅費に関する条例施行規則

の規定は、この規則の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例

による。

� この規則による改正前の職員の旅費に関する条例施行規則第�号様式その�及びその�の規定の例により作成された

用紙は、当分の間、これを使用することができる。

島根県年金恩給支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月	
日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������	


島根県年金恩給支給規則の一部を改正する規則

島根県年金恩給支給規則（昭和�
年島根県規則第�
号）の一部を次のように改正する。

第�条中「郵便局」を「株式会社ゆうちょ銀行」に改める。

様式第�号中「郵便局以外の」を「株式会社ゆうちょ銀行以外の」に、「郵便局の」を「株式会社ゆうちょ銀行の」

に、「郵便局名」を「株式会社ゆうちょ銀行の直営店又は郵便局名」に改め、同様式（注）�中「郵便局」を「株式会社

ゆうちょ銀行の直営店又は郵便局」に改める。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月	
日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������


特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則

特定非営利活動促進法施行細則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

本則に次の�条を加える。

（市町村が事務を処理する場合の特例）

��
� 知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成��年島根県条例第��号）第�条の規定により知事の権

限に属する法に基づく事務の一部を処理することとされた市町村が処理する当該事務の取扱いについては、この規則の

規定にかかわらず、当該市町村の長が別に定めるところによる。

第����
号 平成��年�月	
日(�)

第�号様式その�中
「・その他

具体的に」
を

「・日当の要否及び用途

（要・不要

）

・その他

具体的に 」

に改め、同様式（注）に次のように加える。



島 根 県 報

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

島根県ひとにやさしいまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

島根県ひとにやさしいまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則

島根県ひとにやさしいまちづくり条例施行規則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

別表第�の�の表郵便局の項区分の欄中「郵便局」を「通信施設」に改め、同項公共的施設の欄中「郵便局」を「郵便

事業株式会社又は郵便局株式会社の事務所又は営業所」に改める。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

ふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������
	

ふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一部を改正する規則

ふるさと島根の景観づくり条例施行規則（平成�年島根県規則第	�号）の一部を次のように改正する。

第�条第�
号を削る。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

島根県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

島根県会計規則の一部を改正する規則

島根県会計規則（昭和	�年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条に次の�号を加える。

� 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第��条第�項第�号中「第��条第
項」を「第��条第
項又は第�項」に改める。

第��条に次の�項を加える。

� 収支等命令者は、第�項の規定にかかわらず、島根県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成

��年島根県条例第	�号）第
条の規定に基づく申請等に係る収入金については、同条例第�条の規定に基づく処分通知

等の方法により納入の通知をすることができる。

第��条第�項中「納付し、又は郵便振替の方法により」を削り、同条に次の�項を加える。

� 第�項の場合において、通知書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録（第��条第�項の納入の通知を含む。）が

第�����号 平成��年�月��日 (�)



島 根 県 報

ある場合は、指定金融機関等が定める方法により納付することができる。

第��条中「領収済通知書の送付を受けたときは」を「納付又は払込みがあったことを証する通知書（以下「領収済通知

書」という。）の送付を受けたとき、又は指定金融機関等から領収済通知書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を受

信したときは」に改める。

第��条第�項中「（郵便局を含む。）」を削り、同条第�項中「郵便局」を「株式会社ゆうちょ銀行」に、「郵便振替

払出通知票を送付するものとする」を「この限りでない」に改める。

第��条第�項を削り、同条第�項を同条第�項とする。

第��条第�項中「郵便局又は」を削る。

第	
�条の�
中「電子計算組織により」を「電磁的記録として」に改める。

第	
�条第�項中「通知書類、払込書、返納通知書及び領収済通知書」を「領収済通知書及び金融機関控に相当する書

面」に改め、同条に次の�項を加える。

� 第�	条第
項の電磁的記録に基づき収納した場合にあっては、前�項の規定は適用しない。

第	��条第�項中「領収済通知書」の次に「（当該領収済通知書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）」

を加える。

様式目次中

「第��号その� （第��条） 払込書

その� （第��条） 払込書

その� （第��条） 払込書

その� （第��条） 払込書」

を

「第��号その� （第��条） 払込書

その� （第��条） 払込書

その� （第��条） 払込書

その� （第��条） 払込書

その
 （第��条） 払込書」

に改める。

様式第�号その�を次のように改める。

第	��	�号 平成	�年�月��日(�)



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)
�
�
�
�
�
�
�
�
（
第
��
条
関
係
）



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日(�)
（
裏
面
）



島 根 県 報

様式第��号を次のように改める。

第�����号 平成��年�月��日 (�)



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日(��)
�
�
�
��
�
（
第
��
条
関
係
）



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (��)
（
裏
面
）



島 根 県 報

様式第��号の�を次のように改める。

第�����号 平成��年�月��日(��)



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (��)
�
�
�
��
�
�
�
（
第
��
条
の
�
関
係
）



島 根 県 報

様式第��号その�を次のように改める。

第�����号 平成��年�月��日(��)



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (��)
�
�
�
��
�
�
�
	
（
第
��
条
関
係
）



島 根 県 報

様式第��号その�の次に次の�様式を加える。

第�����号 平成��年	月��日(�
)



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (��)

��������	（第��条関係）
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� �

（施行期日）

� この規則は、平成��年��月�日から施行する。

（経過措置）

� 県税及び県税外諸収入金の郵便振替払込規則を廃止する規則（平成��年島根県規則第��号）による廃止前の県税及び

県税外諸収入金の郵便振替払込規則（昭和��年島根県規則第��号）の規定により作成した用紙でこの規則の施行の際現

に残存するものについては、当分の間、この規則による改正後の島根県会計規則第�	条第�項の払込書としてこれを使

用することができる。

島根県収入証紙条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公布する。

平成��年
月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������	


島根県収入証紙条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

島根県収入証紙条例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）の施行期日は、平成��年��月�日とする。

� �

������
��


農業近代化資金の利子補給率（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正し、平成��年
月	�日から適用

する。

平成��年
月	�日前に島根県農業近代化資金の利子補給に関する規則（昭和��年島根県規則第�号）第�条の規定によ

り利子補給の承認を受けている農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成��年
月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

表中「年�
��パーセント」を「年�
��パーセント」に改める。

������
��


土地改良法（昭和	�年法律第���号）第��条第�項において準用する同法第��条第��項の規定により、次の土地改良区

から清算人の退任の届出があったので、同法第��条第�項において準用する同法第��条第��項の規定により告示する。

平成��年
月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

那賀郡三隅町土地改良区

退任した清算人の氏名及び住所

大森 義明 浜田市三隅町井野ロ��番内第�地

玉田 一 浜田市三隅町河内����番地

三浦 博文 浜田市三隅町河内���番地

田畑 敬二 浜田市三隅町三隅��番地�

泉川 晋作 浜田市三隅町芦谷���	番地

佐々木茂量 浜田市三隅町室谷�	�番地

山田 義喜 浜田市三隅町芦谷���番地

第�����号 平成��年
月	�日(��)



島 根 県 報

三浦 和男 浜田市三隅町井野二����番地

新田 好人 浜田市三隅町古市場����番地

下岡 安之 浜田市三隅町古市場���番地�

倉井 眞吾 浜田市三隅町古市場����番地

永田 剛 浜田市三隅町岡見��		番地


渡辺 弘之 浜田市三隅町岡見����番地

奥 �雄 浜田市三隅町上古和��番地

村井 達也 浜田市三隅町黒沢���番地

三浦 求 浜田市三隅町折居���番地

��������	


土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、仁多郡仁多町土地改良区、奥出雲町横田土地改良

区及び横田町開発土地改良区の合併について平成��年
月�	日付けで認可したので、同条第
項の規定に基づき次のとお

り告示する。

平成��年
月�	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 合併により設立する土地改良区

奥出雲町土地改良区

� 合併により解散した土地改良区

仁多郡仁多町土地改良区

奥出雲町横田土地改良区

横田町開発土地改良区

� �

都市計画法 (昭和��年法律第���号) 第�	条第�項の規定により､ 都市計画を決定しようとするので､ 同法第��条第�

項の規定により次のとおり公告し､ 当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する｡

なお､ 当該都市計画の案については､ 縦覧の期間満了の日までに意見書を提出することができる｡

平成��年
月�	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 都市計画の種類

出雲都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

� 都市計画を決定する土地の区域

出雲都市計画区域の全域


 縦覧場所

島根県土木部都市計画課並びに出雲市役所及び斐川町役場

� 縦覧期間

平成��年��月�日から平成��年��月��日まで

� 
 � � � � � � �

����
���������	�


第����	号 平成��年
月�	日 (��)



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ����	円

（送料共)

島 根 県 報

公職選挙法施行令（昭和�
年政令第��号）第

条第�項及び第�項第�号、漁業法施行令（昭和�
年政令第
	号）第�

条の規定により準用する公職選挙法施行令第

条第�項及び第�項第�号並びに農業委員会等に関する法律施行令（昭和

��年政令第��号）第�条の規定により準用する公職選挙法施行令第

条第�項及び第�項第�号の規定による不在者投票

を行うことができる施設について、次のとおり指定を取り消した。

平成��年�月��日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

指定を取り消した施設

� �

������	
��
��

島根県警察建設工事入札結果等閲覧規程（平成��年島根県警察本部告示第
�号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県警察本部長 警視長 山 田 幸 孝

第�条第�号中「建設工事等」を「建設工事」に改め、同条中第�号を第�号とし、第�号の次に次の�号を加える。

� 発注する測量、建設コンサルタント業務、地質調査及び補償コンサルタント業務ごとの指名競争入札の指名業者名

を記載した書類

第�条第�項本文中「第�条第�号」を「第�条第�号」に、「同条第�号」を「同条第�号及び第�号」に改め、同

項ただし書中「同条第�号」を「同条第�号」に改め、同条中第�項を削り、第�項を第�項とする。

� �

この告示は、平成��年�	月�日から施行する。

� �

平成��年�月��日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第�����号 平成��年�月��日(�	)

名 称 所 在 地 指定取消年月日

ホスピタルかんど 出雲市西新町二丁目��
�番地� 平成��年�月
	日

ページ 行 誤 正

� 上から� 株式会社エクセル 代表取締役 渡辺 博司

広島県広島市西区商工センター�丁目�番

�号

その他未定

上から� 株式会社イズミ 代表取締役 山西 泰明

広島県広島市南区京橋町�番��号

株式会社イズミ 代表取締役 山西 泰明

広島県広島市南区京橋町�番��号

株式会社エクセル 代表取締役 渡辺 博司

広島県広島市西区商工センター�丁目�番

�号

その他未定


